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単位：百万円・％

21 年 度 22 年 度 23 年 度 24 年 度

実　　績 実　　績 実　　績 実　　績 実　　績 構成比

（１） 農 林 水 産 業

　ａ  農　　　  　　業

　ｂ　林　　　  　　業

  ｃ  水　   産     業

（２） 鉱 業

（３） 製 造 業

（４） 建 設 業

（５） 電 気 ・ ガ ス ・ 水 道 業

（６） 卸 売 ・ 小 売 業

（７） 金 融 ・ 保 険 業

（８） 不 動 産 業

（９） 運 輸 業

（１０）サ ー ビ ス 業

（１） 電 気 ・ ガ ス ・ 水 道 業

（２） サ ー ビ ス 業

（３） 公 務

(再　掲)

資料：市町村民経済計算

　　　区　　　　　　　　　　分　　

政 府 サ ー ビ ス 生 産 者

25 年 度

産 業

対家計民間非営利サービス生産者

輸入品に課される税・関税等

第 次 産 業

第 次 産 業

第 次 産 業

※２　輸入品に課される税・関税等＝輸入品に課される税・関税－総資本形成に係る

市 町 村 内 総 生 産

※１（再掲）の第１次、第２次、第３次産業の総生産額は、「４．輸入品に課される
税・関税等」の加算・控除前の額であり、その合計は市町村内総生産額と一致し

ない。 （「輸入品に課される税・関税等」は経済活動別に分割することが困難で

あり、最後に一括して加算・控除して、市町村内総生産額を算出するため。）

消費税

9.　　市 民 所 得

 9 − 1　　経済活動別市内総生産 単位：百万円・％

21 年 度 22 年 度 23 年 度 24 年 度

実　　績 実　　績 実　　績 実　　績 実　　績 構成比

（１） 農 林 水 産 業

　ａ  農　　　  　　業

　ｂ　林　　　  　　業

  ｃ  水　   産     業

（２） 鉱 業

（３） 製 造 業

（４） 建 設 業

（５） 電 気 ・ ガ ス ・ 水 道 業

（６） 卸 売 ・ 小 売 業

（７） 金 融 ・ 保 険 業

（８） 不 動 産 業

（９） 運 輸 業

（１０）サ ー ビ ス 業

（１） 電 気 ・ ガ ス ・ 水 道 業

（２） サ ー ビ ス 業

（３） 公 務

(再　掲)

資料：市町村民経済計算

　　　区　　　　　　　　　　分　　

政 府 サ ー ビ ス 生 産 者

25 年 度

産 業

対家計民間非営利サービス生産者

輸入品に課される税・関税等

第 次 産 業

第 次 産 業

第 次 産 業

※２　輸入品に課される税・関税等＝輸入品に課される税・関税－総資本形成に係る

市 町 村 内 総 生 産

※１（再掲）の第１次、第２次、第３次産業の総生産額は、「４．輸入品に課される
税・関税等」の加算・控除前の額であり、その合計は市町村内総生産額と一致し

ない。 （「輸入品に課される税・関税等」は経済活動別に分割することが困難で

あり、最後に一括して加算・控除して、市町村内総生産額を算出するため。）

消費税

単位：百万円・％

21 年 度 22 年 度 23 年 度 24 年 度

実　　績 実　　績 実　　績 実　　績 実　　績 構成比

（１） 農 林 水 産 業

　ａ  農　　　  　　業

　ｂ　林　　　  　　業

  ｃ  水　   産     業

（２） 鉱 業

（３） 製 造 業

（４） 建 設 業

（５） 電 気 ・ ガ ス ・ 水 道 業

（６） 卸 売 ・ 小 売 業

（７） 金 融 ・ 保 険 業

（８） 不 動 産 業

（９） 運 輸 業

（１０）サ ー ビ ス 業

（１） 電 気 ・ ガ ス ・ 水 道 業

（２） サ ー ビ ス 業

（３） 公 務

(再　掲)

資料：市町村民経済計算

　　　区　　　　　　　　　　分　　

政 府 サ ー ビ ス 生 産 者

25 年 度

産 業

対家計民間非営利サービス生産者

輸入品に課される税・関税等

第 次 産 業

第 次 産 業

第 次 産 業

※２　輸入品に課される税・関税等＝輸入品に課される税・関税－総資本形成に係る

市 町 村 内 総 生 産

※１（再掲）の第１次、第２次、第３次産業の総生産額は、「４．輸入品に課される
税・関税等」の加算・控除前の額であり、その合計は市町村内総生産額と一致し

ない。 （「輸入品に課される税・関税等」は経済活動別に分割することが困難で

あり、最後に一括して加算・控除して、市町村内総生産額を算出するため。）

消費税

単位：百万円・％

21 年 度 22 年 度 23 年 度 24 年 度

実　　績 実　　績 実　　績 実　　績 実　　績 構成比

（１） 農 林 水 産 業

　ａ  農　　　  　　業

　ｂ　林　　　  　　業

  ｃ  水　   産     業

（２） 鉱 業

（３） 製 造 業

（４） 建 設 業

（５） 電 気 ・ ガ ス ・ 水 道 業

（６） 卸 売 ・ 小 売 業

（７） 金 融 ・ 保 険 業

（８） 不 動 産 業

（９） 運 輸 業

（１０）サ ー ビ ス 業

（１） 電 気 ・ ガ ス ・ 水 道 業

（２） サ ー ビ ス 業

（３） 公 務

(再　掲)

資料：市町村民経済計算

　　　区　　　　　　　　　　分　　

政 府 サ ー ビ ス 生 産 者

25 年 度

産 業

対家計民間非営利サービス生産者

輸入品に課される税・関税等

第 次 産 業

第 次 産 業

第 次 産 業

※２　輸入品に課される税・関税等＝輸入品に課される税・関税－総資本形成に係る

市 町 村 内 総 生 産

※１（再掲）の第１次、第２次、第３次産業の総生産額は、「４．輸入品に課される
税・関税等」の加算・控除前の額であり、その合計は市町村内総生産額と一致し

ない。 （「輸入品に課される税・関税等」は経済活動別に分割することが困難で

あり、最後に一括して加算・控除して、市町村内総生産額を算出するため。）

消費税

単位：百万円・％

21 年 度 22 年 度 23 年 度 24 年 度

実　　績 実　　績 実　　績 実　　績 実　　績 構成比

（１） 農 林 水 産 業

　ａ  農　　　  　　業

　ｂ　林　　　  　　業

  ｃ  水　   産     業

（２） 鉱 業

（３） 製 造 業

（４） 建 設 業

（５） 電 気 ・ ガ ス ・ 水 道 業

（６） 卸 売 ・ 小 売 業

（７） 金 融 ・ 保 険 業

（８） 不 動 産 業

（９） 運 輸 業

（１０）サ ー ビ ス 業

（１） 電 気 ・ ガ ス ・ 水 道 業

（２） サ ー ビ ス 業

（３） 公 務

(再　掲)

資料：市町村民経済計算

　　　区　　　　　　　　　　分　　

政 府 サ ー ビ ス 生 産 者

25 年 度

産 業

対家計民間非営利サービス生産者

輸入品に課される税・関税等

第 次 産 業

第 次 産 業

第 次 産 業

※２　輸入品に課される税・関税等＝輸入品に課される税・関税－総資本形成に係る

市 町 村 内 総 生 産

※１（再掲）の第１次、第２次、第３次産業の総生産額は、「４．輸入品に課される
税・関税等」の加算・控除前の額であり、その合計は市町村内総生産額と一致し

ない。 （「輸入品に課される税・関税等」は経済活動別に分割することが困難で

あり、最後に一括して加算・控除して、市町村内総生産額を算出するため。）

消費税
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16　年　度 17　年　度 18　年　度 19　年　度 20　年　度

実　額 実　額 実　額 実　額 実　額

県　　計

岐 阜 圏 域

西 濃 圏 域

中 濃 圏 域

東 濃 圏 域

飛 騨 圏 域

市　　計

岐 阜 市

大 垣 市

高 山 市

多 治 見 市

関 市

中 津 川 市

美 濃 市

瑞 浪 市

羽 島 市

恵 那 市

美 濃 加 茂 市

土 岐 市

各 務 原 市

可 児 市

山 県 市

瑞 穂 市

飛 騨 市

本 巣 市

郡 上 市

下 呂 市

海 津 市

(注）市町村民所得には企業所得等を含むため、「１人当たり市町村民所得」は

　　 市町村民個人の給与や実収入の水準を表すものではない。

区　　　分

 9 − 2　　県下の人口１人当たりの市町村民所得
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単位：千円・％

21　年　度 22　年　度 23　年　度 24　年　度

実　額 実　額 実　額 実　額 実　額 指数

県　　計

岐 阜 圏 域

西 濃 圏 域

中 濃 圏 域

東 濃 圏 域

飛 騨 圏 域

市　　計

岐 阜 市

大 垣 市

高 山 市

多 治 見 市

関 市

中 津 川 市

美 濃 市

瑞 浪 市

羽 島 市

恵 那 市

美 濃 加 茂 市

土 岐 市

各 務 原 市

可 児 市

山 県 市

瑞 穂 市

飛 騨 市

本 巣 市

郡 上 市

下 呂 市

海 津 市

資料：市町村民経済計算

区　　　分
25　年　度



単位：箇所・人 各年3月31日現在

平成 平成 平成 平成

施　　　　　設 設　　置　　主　　体 入所定員

年 年 年 年 総数 国 県 市 法人 私 組合

老人福祉施設

老 人 福 祉 セ ン タ ー － － － － － －

養 護 老 人 ホ ー ム － － － － －

特 別 養 護 老 人 ホ ー ム － － － － －

介 護 老 人 保 健 施 設 － － － － －

介 護 療 養 型 医 療 施 設 － － － － － － － － － － －

特定施設入居者生活介護 － － － － －

デイ・サービスセンター － － － － －

認知症高齢者グループホーム － － － － －

介 護 予 防 拠 点 施 設 － － － － － －

計 － － － －

障害者支援施設

障害者児施設  （入所部） － － － －

（通所部） － － － － －

計 － － － －

児童福祉施設

母 子 生 活 支 援 施 設 － － － － － － － － － －

保 育 所 － － － －

計 － － － －

その他の福祉施設

関 市 ふ れ あ い ホ ー ム － － － － －

あ お ぞ ら の 家 － － － － － － － － － － －

わ か ば 共 同 作 業 所 － － － － －

児 童 発 達 支 援 － － － － － －

ち び っ 子 広 場 － － － － － －

計 － － － －

　
資料：福祉政策課

子ども家庭課

高齢福祉課

平　成　28　年
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単位：百万円・％

実　額 構成比 実　額 構成比 実　額 構成比

雇　　用　　者　　報　　酬

賃金・俸給

雇主の社会負担

　雇主の現実社会負担

　雇主の帰属社会負担

財 産 所 得 (非企業部門)

一般政府 △ 1,274 △ 1,482 △ 910 △ 0.4

家計

対家計民間非営利団体

企業所得(法人企業の分配所得受払後)

民間法人企業

公的企業

個人企業

市　　民　　所　　得

資料：市町村民経済計算

区　　　　　分
平成２４年度 平成２５年度平成２３年度

 9 − 3　　市民所得の分配

　　　区　　　　　　　　分 平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度

人　口 （人）

就業者(就業地ベース) （人）

就業者(常住地ベース) （人）

雇用者(常住地ベース) （人）

経済成長率 （％） △ 1.5

１人当たり市民所得 （千円）

就業者１人当たり市内総生産 （千円）

雇用者１人当たり雇用者報酬 （千円）

資料：市町村民経済計算

 9 − 4　　人口・関連指標


